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本研究では，路上落下物などの道路障害物の発生に起因する苦情の発生メカニズムをモデル化する．具体的

には，道路障害物の発生過程を定常ポアソン過程，および苦情の発生過程を到着率が道路障害物数に依存する

非定常ポアソン過程としてモデル化する．その上で，道路障害物の増加が苦情の発生頻度に影響を及ぼすとい

う階層的関係を考慮するために，道路障害物の発生過程を下位モデル，苦情の発生過程を上位モデルとする階

層的隠れポアソンモデルを定式化する．さらに，道路巡回業務や苦情に基づく応急業務を通して獲得した道路

障害物の観測データを用いて，階層的隠れポアソンモデルを推計するためのベイズ推計手法を提示する．最後

に，一般国道を対象とした適用事例を通じて，本研究で提案した方法論の有用性を実証的に検証する．
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1. はじめに

道路は，国民の日常生活や経済社会を支える根幹的

な施設である．道路管理者にとっては，道路を保全し道

路交通の安全確保を図ることはもちろん，沿道住民や

道路利用者の要望を満足することも，重要な責務であ

る．路上落下物や路面変状・損壊などの道路異常は，道

路の安全な供用に支障をきたすだけでなく，道路利用

者の道路に対する満足度を低下させることになる．こ

のため，道路管理者は道路の安全確保，利用者の満足

度維持（サービス水準の維持）という 2つの側面から，

道路巡回業務を行う必要がある．

通常，道路巡回業務はパトロール車を利用して定期

的に実施される．そのため，道路巡回費用は，路上落

下物や路面損壊・変状の有無に関わらず，固定的に発

生する．一方，道路区間により，単位期間中の路上落

下物や路面損壊の発見確率は多様に変動する．道路の

巡回頻度を増やすほど，道路の安全性や交通流の確保

に支障をきたす事象（以下，道路障害物）の発生に迅

速に対応することができ，道路障害物を長時間路上に

放置するリスクは小さくなる．また，通常の道路巡回

業務とは別に沿道住民や道路利用者からの通報（以下，

苦情）があった場合，応急的に道路障害物を除去する

ための処理を行う（以下，応急業務）．しかし，応急業

務の件数が多いと，沿道住民や道路利用者の当該道路

に対する満足度の低下につながる．道路の巡回頻度を

増やすことにより，応急業務の発生頻度や苦情件数を

小さくすることが可能である．一方，高頻度の道路巡

回は巡回費用の増加を招く．このように，道路障害物

および苦情の発生と，道路の巡回費用の間にはトレー

ドオフの関係があり，管理者は道路障害物発生リスク

の管理目標を設定した上で，定期的な道路巡回費用と

応急業務費用で構成される総費用を可能な限り削減す

る巡回方策を検討する必要がある．

本研究では，道路障害物と苦情の発生過程を，各事

象がランダムに発生するような数え上げ過程としてモ

デル化する．道路障害物の発生頻度が高くなれば，苦情

の発生頻度が増加する可能性がある．したがって，苦情

の発生過程を分析するためには，道路障害物の発生モ

デルを内蔵するような苦情発生モデルを定式化する必

要がある．そこで，本研究では道路障害物の発生過程

を定常ポアソン過程，および苦情の発生過程を到着率

が道路障害物数に依存する非定常ポアソン過程として

モデル化する．その上で，道路障害物の増加が苦情の

発生頻度に影響を及ぼすという階層的関係を考慮する

ために，道路障害物の発生過程を下位モデル，苦情の

発生過程を上位モデルとする階層的隠れポアソンモデ

ルを定式化する．階層的隠れポアソンモデルを実デー
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タに基づいて推計する場合，苦情に関しては，苦情が

管理者に寄せられた時刻（発生時点）のみが，定期的

な道路巡回業務においては，発生数が記録されるのみ

であり，これらのデータからは，道路障害物の発生時

点に関する正確な情報が入手できないという問題があ

る．このため，道路障害物の発生に関する部分的情報

を用いて，階層的隠れポアソンモデルを推計する方法

論を開発することが必要となる．

以上の問題意識のもとで，本研究では，道路障害物

に起因する苦情の発生メカニズムを階層的隠れポアソ

ンモデルとして定式化する．さらに，MCMC (Markov

Chain Monte Carlo) 法を用いて階層的隠れポアソンモ

デルを推計する方法論を提示する．以下，2.で本研究

の考え方を説明する．3.では，階層的隠れポアソンモ

デルを定式化し，4.でMCMC法を用いた推計手法を

提案する．最後に，5.で実際の国道を対象とした適用

事例を通して本研究の有効性を実証的に検証する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

社会基盤施設のアセットマネジメントにおいては，マ

ルコフ劣化ハザードモデル1)の開発により劣化予測技術

が飛躍的に進展した．その後，マルコフ劣化ハザード

モデルを拡張する形で継続的な高度化が行われた．た

とえば，小林等2)は，健全度の測定値に観測誤差が存在

する場合を対象として，マルコフ推移確率を推計する

ための隠れマルコフ劣化ハザードモデルを提案してい

る．さらに，林等3)は複数の劣化過程がそれぞれ独立に

マルコフ過程に従い，その中でもっとも劣化が進展し

た劣化事象が代表的事象として選択されるメカニズム

を競合的劣化ハザードモデルを用いて表現した．また，

小林等4)は道路舗装の路面の健全度の劣化過程と，舗装

全体の耐荷力の低下過程のように複合的劣化過程を階

層的隠れマルコフ劣化ハザードモデルを用いて定式化

した．これらのような複雑な混合確率モデルの推計は，

最尤法では現実的に困難な場合が多かったが，近年の

MCMC法5),6)に基づくベイズ推計7),8)の発展により推

計が可能となった経緯がある．

道路障害物の発生過程に関しては，各事象がランダ

ムに発生するような数え上げ過程，基本的にはポアソ

ン過程としてモデル化できる．しかし，伝統的なポア

ソン過程は，事象の到着率が確定的であることに加え，

ある期間中における事象の平均発生件数と，その分散

が同一になるという特性を有する．現実の道路障害物

の発生過程が，このような特性を有している保証はな

く，より柔軟なモデル化が必要となる．貝戸等9)は道路

障害物の発生過程を，到着率の異質性を考慮した混合

ポアソン過程10)としてモデル化した．具体的には道路

障害物の到着率をポアソンモデルで表現するとともに，

その異質性をガンマ分布で表現したポアソンガンマ発

生モデルを用いて道路障害物の発生リスクを表現した．

本研究では道路障害物に起因する苦情発生メカニズム

を対象とする．道路障害物の発生頻度が多くなるほど，

苦情発生頻度も多くなる．このように道路障害物の発

生過程と苦情の発生過程の間には相互関係が存在する．

本研究では，苦情の到率着の時間的異質性を考慮する

ために，道路障害物の発生過程をポアソンモデルとし

て明示的にモデル化するとともに，道路障害物の発生

モデルを内蔵したような苦情発生モデルを階層的隠れ

ポアソンモデルとして定式化する．苦情の発生は道路

利用者からの通報という形で発生状況を観測できるが，

道路障害物の発生状況は日常的な道路巡回業務を通し

てのみ観測できる．さらに，苦情が発生した時点におい

て，道路上に存在する道路障害物の総数に関する情報

は獲得できない．本研究では，このような観測頻度の

異なる道路障害物データと苦情データを用いて，階層

的隠れポアソンモデルを推計する方法を提案する．著

者等の知る限り，階層的隠れポアソンモデルを用いた

道路障害物の発生過程や苦情発生過程を分析した研究

事例は見当たらない．

(2) 苦情とリスク管理

本研究では，ポットホール，路上落下物等，定期的

な道路巡回作業により除去されるような道路障害物を

対象とする．道路障害物の内容は多様であるが，その

内容によっては，道路障害物の放置が交通事故等の発

生につながる危険性がある．道路巡回により障害物は

除去されるが，その後に発生した障害物は次回の道路

巡回が実施されるまで，路上に放置されることになる．

道路利用者や沿道住民による苦情は，道路障害物の発

生に関する情報をもたらす．苦情の対象となる障害物

の放置は，交通事故の発生につながる可能性や利用者，

沿道住民に不効用をもたらすために，一度苦情が発生

すれば応急業務により道路障害物が除去される．1.で

言及したように，道路巡回の頻度を多くすれば巡回費

用は増加するが，苦情の発生件数は減少する．逆に，道

路巡回頻度を少なくすれば，巡回費用を低減させるこ

とはできるが，応急業務件数が増加するために，応急

業務費用の増加を招くことになる．したがって，効率

性の観点にたてば，定期的な道路巡回費用と応急業務

費用の総和で定義される総費用を最小にするような最

適巡回頻度を定義することができる．苦情は道路障害

物の発生に関する貴重な情報源の 1つではあるが，苦

情事象の発生は道路の利用状況や沿道環境に依存して

いる．このために，各道路管理単位ごとに費用最小化
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の観点から求めた道路巡回政策が，道路障害物の発生

リスクの観点から，望ましいリスク管理水準を達成す

るとは限らない．リスク管理水準の観点からは，管理

対象とする路線全体に対して包括的な視点に基づいて

道路障害物のリスク管理水準を決定することが望まし

い．すなわち，道路障害物の発生を効果的に管理する

ためには，費用効率性とリスク管理水準の双方を同時

に考慮しながら，費用抑制と道路利用者の満足度向上

を同時に達成可能な道路巡回業務のあり方を考えてい

くことが重要である．本研究では，道路巡回業務の効

率化と適正化に資するような最適巡回政策を検討する

ための方法論を開発することを最終目的としているが，

本稿ではその第 1段階として，道路障害物の発生とそ

れに伴う苦情の発生過程を階層的隠れポアソンモデル

を用いて表現することを目的としている．本研究で提

案する方法論を用いて，道路障害物や苦情の発生過程

をポアソン過程として推計できれば，道路障害物の発

生過程を内蔵した苦情の発生過程をマルコフ連鎖モデ

ルを用いて表現することが可能となり，マルコフ連鎖

モデルを用いたリスクマネジメントの評価指標の定式

化や，道路障害物や苦情の発生確率に基づいた道路巡

回業務や応急業務に関わる期待費用を算定することが

可能となる．これにより，所与のリスク管理水準の下

で期待費用を最小とするような望ましい道路巡回政策

を求める方法論を構築することができる.なお，マルコ

フ連鎖モデルを用いたリスクマネジメント手法および，

最適巡回政策を検討するための方法論に関する議論は，

本研究の域を越えており，別の論文で議論したいと考

える．

(3) モデルの基本構成

道路障害物の発生頻度が大きくなれば，道路障害物

に対する苦情件数は増加する．定期的な道路巡回によ

り道路障害物が見落としなく完全に除去され，その発

生個数が記録される．しかし，苦情が発生すれば，非定

期的な応急業務により道路障害物は除去される．この

ため，道路巡回ごとに観測される道路障害物数の時系

列データと苦情の発生件数の時系列データの間には相

互作用が存在している．さらに，これら 2つの時系列

データは，道路巡回あるいは応急業務を実施した時点

においてのみ観測されるために，いずれの時系列デー

タを用いても，道路障害物が発生した時点に関する情

報は入手できない．定期的な道路巡回情報により，前

回の道路巡回時点以降に発生し，かつ応急業務により

除去されずに路上に放置された道路障害物の総数に関

する情報を獲得することができる．応急業務が実施さ

れたという事実より，1) 除去された道路障害物は，前

回の道路巡回の実施時点から苦情の発生時点までに生

図–1 苦情の発生メカニズム

起し，2) 当該障害物の発生確率は，苦情の発生時刻に

近くづくほど大きい，ことが判明する．このように定

期的な道路巡回と苦情に対する応急業務を通じて，道

路障害物の発生に関する部分的な情報を獲得すること

ができる．

本研究では図–1に示すように，道路障害物の発生が

ポアソン過程に従って到着すると考える．一方で，苦情

事象は，その到着率（単位時間あたりの苦情の平均発

生率）が路上に放置された道路障害物数に依存するよ

うな状況依存的ポアソン過程に従って到着する．道路

巡回や応急業務によって道路障害物が除去されない限

り，新たに発生した道路障害物は路上に放置・蓄積され

る．路上に放置される道路障害物数が時間とともに変

動するために，苦情の発生過程は苦情の到着率が時間

とともに変動する非定常ポアソン過程に従うことにな

る．以上の問題意識の下に，本研究では道路障害物の

発生過程をポアソン過程としてモデル化するとともに，

苦情の発生過程を苦情事象の到着率が道路障害物数に

依存して変動するような非定常ポアソン過程としてモ

デル化する．しかし，道路上の道路障害物数に関する

情報は，定期的な道路巡回時点においてのみ観測され

る．各時点における道路障害物数を直接観測できない

ために，各期における苦情の到着率を確定的に把握す

ることは不可能である．そこで，道路障害物のポアソ

ン過程モデルを用いて推計した各時点における道路障

害物数の確率分布を用いて，苦情到着率の期待値を求

めるような混合ポアソン過程を定式化する．すなわち，

本研究で提案する道路障害物到着・苦情発生モデルは，

道路障害物の発生過程を下位モデル，苦情の発生過程

を上位モデルとする階層的構造を持ち，これら 2つの

サブモデルを連結する役割を果たす道路障害物数が直
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図–2 局所時点の設定

接観察できないような状態変数で表せる階層的隠れポ

アソンモデルとして定式化される．

3. モデルの定式化

(1) モデル化の前提条件

階層的隠れポアソンモデルを定式化するために，図–2

に示すような時間軸を導入する．道路管理者がカレン

ダー時刻 s0に道路巡回を実施し，道路障害物を取り除

く．さらに，それ以降の時刻にわたって道路巡回を定期

的に実施し，道路障害物を管理する問題を考える．対

象とする道路は複数の単位区間により構成される．こ

こでは記述を簡略化するために，当面の間，ある単位

区間にのみに着目して議論を進める．

いま，カレンダー時刻 s0 を初期時点 t = 0とする離

散時間軸 t = 0, 1, 2, · · · ,∞を導入する．離散時間軸上
の点を時点とよび，カレンダー時刻と区別する．離散

時間軸上の期間長を 1に基準化する．対象とする道路

において，離散時間軸上で道路巡回業務が実施される

時点を t = 0, t1, · · · , tn, · · ·と表記する．さらに，道路
巡回時点 tnにおいて，道路障害物が見落としなく完全

に取り除かれる．連続する 2つの巡回時点間の期間を

τn = [tn, tn+1) と呼び，期間長を Tn = tn+1 − tn と

表す．さらに，期間 τnにおける道路障害物の累積発生

個数を Lnとする．期間 τn内における苦情発生過程を

分析するために，道路巡回実施時点 tn を始点 un = 0

とする局所離散時間軸 un = 0, 1, · · · , Tn を考える．た
だし，局所離散時間軸上の局所時点 un は離散時間軸

上の時点 tn + un と対応し，tn+1 = tn + Tn が成立

する．局所時点 un における局所時点 un = 0 からの

道路障害物の累積発生個数を表す状態変数を lun(un =

0, · · · , Tn)とする．さらに，期間 τn を構成する局所期

間 ιun
= [un, un + 1)(un = 0, 1, · · · , Tn − 1)を考える．

局所期間 ιunにおける苦情の発生件数を表す状態変数を

g(un) = yun(yun = 0, 1, · · ·)と表記する．苦情が発生し
ない場合，g(un) = 0が成立する．局所期間 ιun に苦情

が発生すると，直ちに苦情の対象となった道路障害物が

取り除かれる．時点 tn+1 = tn+Tnにおける道路巡回業

務により，対象とする道路に存在する道路障害物の個数

L̂n+1(L̂n+1 = 0, 1, · · ·)が判明し，同時に道路障害物が
完全に取り除かれる．期間 τn中に苦情により除去され

る障害物が存在するため，時点 tn+1 = tn+Tnの道路巡

回業務で発見される障害物数 L̂n+1と，期間 τn中に発生

する障害物総数 Lnの間には，L̂n+1 ≤ Lnが成立する．

この時，期間 [tn, tn+1)内の局所時点 un = 0, · · · , Tn−1

の中で，苦情が発生しなかった局所時点以外の時点に

おける道路障害物に関する情報は獲得できないが，道

路障害物に関して，

lu0 = 0 ≤ · · · ≤ lun ≤ lun+1

≤ · · · ≤ lTn−1 ≤ Ln (1a)

Ln = L̂n+1 +

Tn−1∑
un=0

g(un) (1b)

が成立する．式 (1a)は，期間 τnにおける道路障害物の

累積発生個数は局所時点 unの進行に対して単調非減少

であり，式 (1b)は，期間 τnにおける道路障害物の累積

発生個数は，時点 tn+1における道路巡回業務で確認さ

れた道路障害物の個数と期間 τnにおいて苦情により取

り除かれた道路障害物の個数の和であることを示す．

(2) 道路障害物の到着過程

道路障害物が対象とする単位区間にポアソン過程に

従って到着すると考える．表記の簡単化のために，当

面の間のみ，苦情が発生しても道路障害物が取り除か

れないと仮定する．さらに，期間 τn = [tn, tn+1)中に

おける単位道路区間の使用環境を表す特性ベクトルを

xn = (x1n, · · · , xQn )と表す．Qは特性ベクトルの数を表
す．到着率 λn が特性ベクトル xn に依存すると考え，

λn = xnβ (2)

と表記する．ただし，β = (β1, · · · , βQ)′は未知パラメー

タベクトルである．記号 ′は転置操作を表す．図–2に

示したように，期間 τnにおける道路巡回問題に着目す

る．道路巡回間隔は Tn = tn+1 − tnである．時点 tnに

おいて道路巡回がなされたときに，道路障害物が存在

している場合，直ちに道路障害物が見落としなく完全

に撤去される．したがって，時点 tnにおいて道路障害

物は 0となる．すなわち，時点 tn+1に道路巡回を実施

した時に，単位道路区間に L̂n+1 個の累積道路障害物

が発見される確率は，苦情による撤去を考えない場合，

ポアソン分布

p(L̂n+1, Tn|λn) = exp(−λnTn)
(λnTn)

L̂n+1

L̂n+1!
(3)

と表すことができる．
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(3) 階層的隠れポアソン過程

時点 tn(n = 1, 2, · · ·)において実施される道路巡回業
務，および τnに発生する苦情とそれに対する対応状況

に関する情報により，期間 τn中に発生する道路障害物

の累積発生個数 Ln，および時点 tn+1 において苦情に

よって取り除かれずに放置されている道路障害物の個

数 L̂n+1 に関する情報を獲得することができる．しか

し，局所時点 un(un = 1, · · · , Tn − 1)においては，道

路障害物の個数に関する情報を獲得できない．ここで，

局所期間 ιun = [un, un + 1)(un = 0, 1, · · · , Tn − 1)に

着目する．局所期間 ιun の期首に，当該期における道

路障害物が到着すると考え，局所時点 unにおいて路上

に放置されている道路障害物の個数を l̂un と表す．路

上に放置された障害物個数 l̂un は，観測者に観察でき

ない確率変数であるが，ひとまず道路障害物の個数 l̂un

が既知であると仮定する．

いま，2つの連続する巡回業務実施時点 tn，tn+1を用

いて定義される期間 τnに着目する．さらに，期間 τnを構

成する局所期間 ιun (un = 0, · · · , Tn−1)において苦情が

発生し，取り除かれた道路障害物の個数 g(un) = yunも

観測されている．一方，局所時点un(un = 1, · · · , Tn−1)

において存在する道路障害物の個数に関する情報は獲

得できないが，時点 tn，tn+1において巡回業務が実施

されることにより，式 (1a),(1b)が成立することは保証

される．ここで，局所期間 ιun = [un, un + 1)(un =

0, 1, · · · , Tn − 1)において苦情が到着率 µ(l̂un , zun) > 0

µ(l̂un , zun) = zunα (4)

で表されるポアソン過程に従って生起すると考える．た

だし，zun = (l̂un , zun)であり，zun = (z1un
, · · · , zPun

)

は，局所時点 unで観測される説明変数ベクトルである．

α = (α0, α1, · · · , αP )′ と表記する．P は説明変数の数

を表す．α0 は説明変数 l̂un に対する係数パラメータで

ある．µ(l̂un , zun)は，局所期間 [un, un + 1)に対して

定義されている．この時，苦情が時点 tにおいて平均

µ(l̂un , zun)のポアソン過程に従って到着すると考える．

局所期間 ιun の期間長が 1に基準化されていることに

より，局所期間 ιun 中に yun 個の苦情が発生する条件

付き確率 π(yun |l̂un , zun)は，

π(yun |l̂un , zun)

= exp
{
−µ(l̂un , zun)

} {µ(l̂un , zun)}yun

yun !
(5)

と表すことができる．ただし，0! = 1である．l̂un
= 0

の時は苦情が発生しないため，π(yun |0, zn)は定義され

ないが，便宜上，π(yun |0,zn) = 0とする．また，同一

障害物に対する複数の苦情は，単一の苦情とみなすこ

ととする．ここで，

π̂(yun |l̂un , zun) =
π(yun |l̂un , zun)∑l̂un

yun=0 π(yun |l̂un , zun)

を定義すれば，式 (5)に関して

l̂un∑
yun=0

π̂(yun |l̂un ,zun) = 1 (l̂un = 1, 2, · · ·) (6)

が成立する．ここで，巡回業務終了時点 tnにおいて道路

障害物の個数が 0であり，局所時点un(un = 0, · · · , Tn−
1)における観測値ベクトル ξ̄n = {ȳn, x̄n, z̄n, L̂n+1}が
観測される条件付き確率 (尤度)L(ξ̄n,θ) を定義する．
ただし，記号「　̄」は観測値であることを意味し，θ =

(α,β)は未知パラメータベクトルを意味する．

尤度 L(ξ̄n,θ) を，時点 tn に巡回業務を実施して道

路障害物を取り除いたという条件の下で，1)局所期間

ιun(un = 0, · · · , Tn − 1)において苦情件数の観測値ベ

クトル ȳnが測定され，2)時点 tn+1に道路障害物の個

数 L̂n+1が観測される条件付き確率（尤度）の積として

定義する．すなわち，尤度 L(ξ̄n,θ)は，

L(ξ̄n,θ) =
Tn−1∏
un=0

π(ȳun
|l̂un

, z̄un
)

p
(
lun+1 − lun

, z̄un
|λun

)
(7a)

0 = lu0 ≤ · · · ≤ lun ≤ · · · ≤ lTn = L̄n

lun = l̂un +
∑un

i=0 ȳi

L̄n = L̂n+1 +
∑Tn−1

i=0 ȳi

(7b)

と定義できる．上式で定義した尤度を用いることによ

り，2. (3)で示したような，1) 除去された道路障害物

は，前回の道路巡回の実施時点から苦情の発生時点ま

でに生起し，2) 当該の障害物の発生確率は，苦情の発

生時刻に近くづくほど大きい，という苦情発生過程の

特性を表現することが可能となる．

4. 推計方法

(1) データセット

道路管理者がK 個の道路区間で構成される路線全体

を管理する問題を考える．各道路区間 k(k = 1, · · · ,K)

に対して，直近の道路巡回業務実施時点 s0を始点とする

離散時間軸 t = 0, 1, · · ·を考え，時点 tn(n = 1, · · · , N)

において道路巡回が実施され，道路障害物の個数 L̂k
n，

および，道路区間の使用環境を表す特性ベクトル x̄k
n =

(x̄k0 , · · · , x̄kTn−1)を観測したと考える．N は道路巡回の

実施回数を表す．さらに，各期間 τn = [tn, tn+1)(n =

0, · · · , N − 1) に対して，各局所期間 ιn = [un, un +

1)(un = 0, · · · , Tn − 1) における苦情の発生件数ベク

トル ȳk
n = (ȳk0 , · · · , ȳkTn−1)，苦情の発生に影響をおよ

ぼす説明変数ベクトル z̄k
n = (z̄k0 , · · · , z̄kTn−1)が観測さ

れたと考える．この時，道路区間 k の期間 τn のそれ
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ぞれに対してデータ ξ̄
k
n = {x̄k

n, ȳ
k
n, z̄

k
n, L̂

k
n+1}を定義す

る．さらに，データセット全体を集合 Ξ̄ = {ξ̄kn : n =

0, · · · , N, k = 1, · · · ,K}と定義する．データ ξ̄
k
nが観測

される尤度L(ξ̄kn,θ)は，式 (7a),(7b)を用いて定義され

る．したがって，データセット全体 Ξが観測される確

率（尤度）は

L(Ξ̄,θ) =
K∏

k=1

N∏
n=0

L(ξ̄kn,θ) (8)

と定式化される．したがって，階層的隠れポアソンモ

デルの推計問題は，尤度関数 (8)を最大にするようなパ

ラメータベクトル θ̂を求める問題に帰着する．

階層的隠れポアソンモデルの尤度関数 (7a),(7b)は，

パラメータに関して高次の非線形多項式であり，1階の

最適化条件が (複素数解を含めて)非常に多くの解を有

している11)．苦情の発生確率 πk(ȳkun
|l̂kun

, z̄k
un

)，道路障

害物の発生確率 pk
(
lkun+1

− lkun
, z̄k

un
|λkun

)
の推計値は実

数解でなければならない．さらに，これらの確率の推

計値として，数ある実数解の中から 0と 1の間にある

解を選択しなければならない．最尤法の代わりにベイ

ズ推計法を用いれば，高次の非線形多項式を解く問題

を回避できる．しかし，尤度関数 (7a),(7b)が，極めて

多くの項を含んでおり，計算量が膨大になってしまう

欠点がある12)−15)．このような最尤法の難点を克服す

るために，尤度関数の完備化操作が必要となる．

(2) 完備化操作

再びある道路区間 k に着目する．さらに，道路巡回

業務が時点 tn, tn+1 において実施され，道路障害物の

累積発生個数 Lk
n，道路障害物の発見個数 L̂k

n，苦情の

発生件数 ȳkun
(un = 0, · · · , Tn − 1)が測定されたと考え

る．さらに，階層的隠れポアソンモデルを推計するため

に，期間 [tn, tn+1)中における道路障害物の累積発生個

数 lkun
(un = 1, · · · , Tn−1)の推移パターンを潜在変数ベ

クトルmk
n = (mk

1 , · · · ,mk
Tn−1)，道路障害物の個数の

推移パターンを潜在変数ベクトル rkn = (rk1 , · · · , rkTn−1)

を用いて表す．真の推移パターンベクトルmk
n, r

k
n は

本来測定不可能である．しかし，議論の便宜上，ひと

まず潜在変数の値が m̃k
n = (m̃k

1 , · · · , m̃k
Tn−1)，r̃kn =

(r̃k1 , · · · , r̃kTn−1)に確定したと仮定する．さらに，潜在

変数mk
n，r

k
nの仮想的実現値 m̃k

n，r̃
k
nに対して，ダミー

変数

δksun
=

{
1 m̃k

un
= skun

0 m̃k
un

̸= skun

(9)

(skun
= 0, · · · , Lk

n;un = 1, · · · , Tn − 1)

δ̂kŝun
=

{
1 r̃kun

= ŝkun

0 r̃kun
̸= ŝkun

(10)

(ŝkun
= 0, · · · , L̂k

n;un = 1, · · · , Tn − 1)

を導入する．潜在変数の仮想的実現値ベクトル m̃k
n，r̃

k
n

を与件とすれば，尤度関数 (7b)を

L(m̃k
n, r̃

k
n, ξ̄

k
n,θ)

=

Tn−1∏
un=0

L̄k
n∏

skun
=0

L̂k
n∏

ŝkun
=0

πk(ȳun |ŝkun
, z̄k

n)
δ̂kŝun

pk
(
skun+1 − skun

|λkun

)δksun
δksun+1

=

Tn−1∏
un=0

πk(ȳkun
|r̃kun

, z̄k
n)p

k
(
m̃k

un+1 − m̃k
un

|λkun

)
(11)

と書き換えることができる14)．ただし，m̃k
Tn

= L̄k
nが成

立する．以上の操作を完備化 (completion)という．完

備化された尤度関数 (11)(以下，完備化尤度関数と呼ぶ)

は，通常の尤度関数 (7a)(7b)より大幅に簡略化されて

いることが理解できる．ただし，完備化尤度関数の中

に含まれる潜在変数ベクトル m̃k
n，r̃knは，測定できな

い変数である．そこで完備化尤度関数を用いて，潜在

変数の確率分布を推計することを考える．

ここで，道路障害物の累積発生個数の推移パター

ンベクトル mk
n は，(苦情によって取り除かれずに放

置され続けた) 道路障害物の推移パターンベクトル

rkn = (rk1 , · · · , rkTn−1) と苦情によって取り除かれた

道路障害物の累積発生個数の推移パターンベクトル

Ȳ
k
n = (Ȳ k

1 , · · · , Ȳ k
Tn−1)を用いて

mk
n = rkn + Ȳ

k
n (12)

と表されることに着目する．ただし，Ȳ k
un
は，苦情によっ

て取り除かれた道路障害物個数 ȳkun
を用いて，Ȳ k

un
=∑un

i=0 ȳ
k
i と表される．ベクトル Ȳ

k
n は観測可能である

すなわち，m̃k
n の確率分布を推計することにより，完

備化尤度関数の中に含まれる潜在変数 r̃kn の確率分布

を同時に推計することができる．ここで，mk
un

(un =

0, · · · , Tn − 1)の間に

mk
0 = 0 ≤ m̃k

1 ≤ · · · ≤ m̃k
un

≤ · · · ≤ L̄k
n (13a)

m̃k
un

≤ Ȳ k
un

(un = 1, · · · , Tn − 1) (13b)

が成立することに着目する．ここで，m̃k
−un

=

(m̃k
1 , · · · , m̃k

un−1, m̃
k
un+1, · · · , m̃k

Tn−1)とすれば，m
k
un

=

mk (mk ∈ {m̃k
un−1, · · · , m̃k

un+1})の全条件付事後確率
は，ベイズの法則により

Prob{mk
un

= mk|m̃k
−un

, ξ̄
k
n,θ}

=
L̄(mk

−un
,mk, ξ̄

k
n,θ)∑m̃k

un+1

m0=m̃k
un−1

L̄(mk
−un

,mk, ξ̄
k
n,θ)

(14a)

L̄(mk
−un

,mk, ξ̄
k
n,θ) = πk(ȳkun

|mk − Ȳ k
un
, z̄kun

)

pk(mk − m̃k
un−1|λkun−1)p

k(m̃k
un+1 −mk|λkun

)

(14b)

と表すことができる．すなわち，道路区間 kにおける苦
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情の発生確率 πk(ȳkun
|mk− Ȳ k

un
, z̄k

un
)と道路障害物の発

生確率pk(mk−m̃k
un−1|λkun−1)，p

k(m̃k
un+1−mk|λkun

)が

求まれば，局所時点 unのmk ∈ {m̃k
un−1, · · · , m̃k

un+1}，
および r̃kun

の全条件付事後確率を求めることができる．

完備化尤度関数 (11)では，潜在変数ベクトル m̃k
n，r̃kn

は確定的である．ただし，苦情の発生確率と道路障害

物の発生確率には未知パラメータ α，β が含まれてお

り，潜在変数に関する全条件付事後確率を先験的に求め

ることができない．全条件付事後確率を用いたMCMC

法を用いて，反復的に潜在変数 m̃k
n，r̃knをランダム発

生させ，パラメータ α，β をベイズ推計する．このよ

うな手続きにより，完備化尤度関数を用いて求めたパ

ラメータのベイズ推計値が，真の尤度関数を用いて求

めたパラメータの最尤推計値に収束することが証明さ

れている16)．

5. アルゴリズム

(1) MCMC法

階層的隠れポアソン発生モデルのような混合分布モ

デルの推計では，尤度関数が高度な非線形性を有して

いるため，通常の最尤法やベイズ推計法を用いること

が困難である11),12)．このようなことから，混合分布モ

デルの推計方法として，通常の尤度関数ではなく，完備

化尤度関数を定義するとともに，MCMC法を用いて混

合分布モデルを推計する方法が提案されている13)−16)．

まず，未知パラメータ α = (α0, · · · , αP )の事前確率

密度関数として，正規分布を仮定する．すなわち，パ

ラメータ αの事前確率密度関数が α ∼ NP+1(ζ
α,Σα)

である．ただし，P +1次元正規分布NP+1(ζ
α,Σα)の

確率密度関数は，

ϕ(α|ζα,Σα) =
1

(2π)
P+1

2

√
|Σα|

exp
{
− 1

2
(α− ζα){Σα}−1(α− ζα)′

}
(15)

となる．ただし，ζαはNP+1(ζ
α,Σα)の事前期待値ベ

クトル，Σαは事前分散共分散行列である．同様に，β

の事前確率密度関数も多次元正規分布に従うと考え，

β ∼ NQ(ζ
β ,Σβ)を仮定する．ただし，Q次元正規分

布NQ(ζ
β ,Σβ)の確率密度関数は，

ψ(β|ζβ ,Σβ) =
1

(2π)
Q
2

√
|Σβ |

exp
{
− 1

2
(β − ζβ){Σβ}−1(β − ζβ)′

}
(16)

となる．ただし，ζβ は事前期待値ベクトル，Σβ は事

前分散共分散行列である．この時，完備化事後確率密

度関数 ρ(α,β|m̃, ξ̄)は，

ρ(α,β|m̃, ξ̄) ∝ L(α,β, m̃, ξ̄)ψ(β|ζβ ,Σβ)

ϕ(α|ζα,Σα)

∝
K∏

k=1

N∏
n=1

Tn−1∏
un=0

πk(ȳkun
|r̃kun

, z̄kn)p
k
(
m̃k

un+1
− m̃k

un
|λkun

)
exp

{
− 1

2
(β − ζβ){Σβ}−1(β − ζβ)′

−1

2
(α− ζα){Σα}−1(α− ζα)′

}
(17)

となる．

(2) 同時事後確率密度関数の推計

階層的隠れポアソン発生モデルでは，事後確率密度

関数 ρ(α,β|m̃, ξ̄)を直接解析的に求めることができな

い．そこで，代表的な MCMC法であるギブスサンプ

リング法17)を用いて，パラメータ α，βの標本サンプ

ルを事後確率密度関数から抽出する．式 (17)において，

α，βは互いに独立であり，これらのパラメータの完備

化条件付事後密度関数 ρ̂(α|m̃, ξ̄)，ρ̂(β|m̃, ξ̄)は

ρ̂(α|m̃, ξ̄) ∝
K∏

k=1

N∏
n=1

Tn−1∏
un=0

πk(ȳun |r̃kun
, z̄kun

)

exp
{
− 1

2
(α− ζα){Σα}−1(α− ζα)′

}
(18a)

ρ̂(β|m̃, ξ̄) ∝
K∏

k=1

N∏
n=1

Tn−1∏
un=0

pk
(
m̃k

un+1
− m̃k

un
|λkun

)
exp

{
− 1

2
(β − ζβ){Σβ}−1(β − ζβ)′

}
(18b)

と表せる．また，潜在変数mの全条件付事後分布は式

(14a)で表される．ギブスサンプラーを用いたMCMC

法により，階層的ポアソン発生モデルを推計すること

が可能となる．

(3) 条件付き事後確率密度関数からのサンプリング法

階層的隠れポアソンモデルでは，事後確率密度関数

ρ(α,β|m̃, ξ̄)を直接解析的に求めることができない．そ

こで，代表的な MCMC法であるギブスサンプリング

法17)を用いて，パラメータ α，βの標本サンプルを条

件付き事後確率密度関数から抽出する．しかし，本研

究で用いるようなモデルに関しては事後分布から直接

サンプリングは困難となるため，各パラメータのサン

プリングにはMH法を用いることとする．

マルコフ連鎖が不変分布に収束するのに対して有用

な十分条件が詳細つり合い条件である．これは，任意

の θについて，

ρ(θ(v))p(θ(v+1)|θ(v)) = ρ(θ(v+1))p(θ(v)|θ(v+1))(19)

が満たされることをいう．以上が成立すれば ρ(・)は定

常分布である．MH法は事後分布からのサンプリング

が困難な場合にサンプリングが容易な分布を提案分布

として採用し，事後分布と提案分布の違いを詳細つり

合い条件が満たされるように修正する操作を含めるこ

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 69, No. 1, 32-46, 2013.

38



とで事後分布 ρ(・)からのサンプリングを可能とするア

ルゴリズムである．いま，提案分布を q(θ′|θ(v))とし，
釣り合いの崩れをするために θ(v)から θ′への推移の量

を調整する確率 P (θ′|θ(v))を導入する．すなわち，

p(θ′|θ(v+1)) = q(θ′|θ(v))× P (θ′|θ(v)) (20)

に従って推移する．この pが詳細つり合い条件を満た

すようにするには，

P (θ′|θ(v)) = min
[ ρ(θ′)q(θ′|θ(v))
ρ(θ(v))q(θ(v)|θ′)

, 1
]

(21)

のような採択確率 P (・|・)に従って提案分布からの候補
を採用しながらサンプリングする．本研究では θ′の生

成方法として，ランダムウォーク法を取り上げる．こ

こでは n回目の候補を

θ′ = θ(v) +N (0,νI) (22)

として発生させる．N (0,νI)は 0ベクトルを平均，νI

を分散共分散行列とした多次元正規分布であり，Iは単

位行列を表す．ν = (ν1, ν2, · · ·)はステップ幅を定める
パラメータベクトルである．このとき，提案分布の確

率密度 qは (θ′, θ(n−1))に関して対称となるために，ラ

ンダムウォークにより発生させた候補 θ′ は確率

P (θ′|θ(v)) = min
[ ρ(θ′)

ρ(θ(v))
, 1
]

(23)

で受容される．以上のような手順を行うことで，パラ

メータの条件付き事後確率密度関数 ρ(α,β|m̃, ξ̄)から

のサンプリングが可能となる．以降では，以上の推計

内容をより詳細に説明する．

a) ステップ 1　初期値設定

図–3に，階層的隠れポアソン発生モデルをベイズ推

計するための具体的手順を整理している．読者の便宜

を図るために，同図中には，推計法の詳細を説明する節

番号や式番号を明記している．以下では同図の手順を

詳しく説明する．事前分布 (15),(16)のパラメータベク

トル (行列) ζθ,Σθ(θ = α, β)の値を任意に設定する．

潜在変数の初期値 m̃(0) = (m̃k(0)
n : k = 1, · · · ,K;n =

1, · · · , N)，r̃(0) = (r̃k(0)n : k = 1, · · · ,K;n = 1, · · · , N)

を設定する．ただし，m̃k(0)
n = (m̃

k(0)
1 , · · · , m̃k(0)

Tn−1)で

あり，0 ≤ m̃
k(0)
1 ≤ · · · ≤ m̃

k(0)
Tn−1 ≤ L̄k

n を満足する．

さらに，パラメータ推計量の初期値 α(0)，β(0) を任意

に設定する．初期値の影響は，MCMC法によるシミュ

レーション回数が蓄積されるにつれ，次第に薄れてい

く．MCMCのサンプル標本回数 vを v = 1とする．

b) ステップ 2　パラメータ α(v) の標本抽出

ステップ 2では，潜在変数 m̃(v−1) を与件とし，苦

情発生確率のパラメータ α(v) = (α0(v), · · · ,αP (v))に

関するパラメータ標本を獲得する．ステップ 2で用い

るギブスサンプラーは式 (18a)で表される完備化条件

付事後密度関数 ρ̂(α(v)|m̃(v−1), ξ̄)を用いて定義できる．

1: 
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図–3 推計アルゴリズム

未知パラメータベクトル α(v) から第 p (p = 0, · · · , P )
要素 αp(v) を除いた未知パラメータベクトルを α−p(v)

と表す．仮想的な道路障害物累積発生個数 m̃(v−1) と

測定データ ξ̄を与件としたとき，完備化されたα(v)に

関するギブスサンプラー ρ̂(α(v)|m̃(v−1), ξ̄) を用いて，

α(v) = (α0(v), · · · , αP (v))を以下の手順でランダムサン

プリングする．

・ステップ 2-1 　 ρ̂(α0(v)|α−0(v−1), m̃(v−1), ξ̄) から

α0(v) を乱数発生する．

・ステップ 2-2 　 ρ̂(α1(v)|α−1(v−1), m̃(v−1), ξ̄) から

α1(v) を乱数発生する．

・ステップ 2-3　以下，同様の手順を繰り返す．

・ステップ 2-4　 ρ̂(αP (v)|α−(P )(v−1), m̃(v−1), ξ̄)から

αP (v) を乱数発生する．

なお，本研究では，ギブスサンプラーから事後分布のパ

ラメータ αの標本をサンプリングする手法として，ラ

ンダムウォークMH法を用いる．
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c) ステップ 3　パラメータ β(v) の標本抽出

障害物発生確率のパラメータ β(v)の標本を抽出する．

未知パラメータベクトルβ(v)から第 q (q = 1, · · · , Q)要

素 βq(v)を除いた未知パラメータベクトルをβ−q(v)と表

す．この時，式 (18b)より，β−q(v−1)を既知とした時の

βq(v)のギブスサンプラー ρ̂(βq(v)|β−q(v−1), m̃(v−1), ξ̄)

を用いて，ステップ 2と同様の手順によりサンプル標

本 β(v) を得ることができる．

d) ステップ 4　潜在変数の更新

全 条 件 付 事 後 確 率 (14a) に 基 づ い て ，新

しい潜在変数 m̃(v) をランダムサンプリン

グする．いま，潜在変数ベクトル m̃
k(v)
−un

=

(m̃
k(v)
1 , · · · , m̃k(v)

un−1 , m̃
k(v−1)
u , · · · , m̃k(v−1)

Tn−1 ) を 定 義

する．この時，m
k(v)
un (m

k(v)
un ∈ {m̃k(v)

un−1 , · · · , m̃
k(v−1)
un+1 })

の全条件付事後確率は，

Prob{mk(v)
un

= m|m̃k(v)
−un

, ξ̄kn, θ}

=
L̄(m̃k(v)

−un
,m, ξ̄kn, θ)∑m̃

k(v−1)
un+1

m=m̃
k(v)
un−1

L̄(m̃k(v)
−un

,m, ξ̄kn, θ)

(24)

L̄(m̃k(v)
−un

,m, ξ̄kn, θ) = πk(v)(ȳkun
|m− Ȳ k

un
, z̄kun

)

pk(v)(m− m̃k(v)
un−1

|λun−1)p
k(v)(m̃k(v−1)

un+1
−m)|λun)

と表される．すべての k (k = 1, · · · ,K), n (n =

1, · · · , N に対して，un = 1 より逐次，潜在変数

m̃
k(v)
un (un = 1, · · · , Tn) を求める．さらに，更新され
た潜在変数 m̃

k(v)
un (un = 1, · · · , Tn)に対して，道路障

害物個数の推移パターンベクトル r̃k(v) = (r̃k(v)n : k =

1, · · · ,K;n = 1, · · · , N)は，

rk(v)n = mk(v)
n − Ȳ k

n (25)

として計算される．

e) ステップ 5　アルゴリズムの終了判定

以上で求めたパラメータ推計量の更新値α(v)，β(v)，

潜在変数の更新値 m̃(v) を記録する．v < v の場合，

v = v+1として，ステップ 2へ戻る．そうでない場合，

アルゴリズムを終了する．

なお，以上のアルゴリズムの初期段階においては，パ

ラメータの初期値設定の影響が残存している．このた

め，シミュレーション回数 vが十分大きな値になるまで

は，パラメータ標本の発生過程が定常過程に到達して

いないと考え，発生したパラメータ標本を除去すること

が望ましい．ここで，パラメータ標本として採用するシ

ミュレーション回数 vの最小値を vと表す．すなわち，

ギブスサンプリングで求めたサンプル α(v),β(v) (v =

v + 1, v + 2, · · · , v)を，事後確率密度関数 ρ(α,β|ξ̄)か
らの標本と見なすこととする．したがって，これらの

標本を用いて，パラメータベクトルα,βの事後分布に

関する各種の統計量を計算することも可能となる．な

お，ギブスサンプリングの定常性に関しては，次節で

述べる Gewekeの検定統計量を用いて判断できる．

(4) 事後分布に関する統計量

MCMC 法によって得られた標本に基づいて，パラ

メータベクトルα,βに関する統計的性質を分析するこ

とができる．MCMC 法を用いた場合，パラメータの

事後確率密度関数 ρ(α,β|ξ̄) を解析的な関数として表
現することはできない．得られた標本を用いてノンパ

ラメトリックに分布関数や密度関数を推計することと

なる．いま，ギブスサンプリングから得られた標本を

θ(v) = (α(v),β(v)) (v = 1, · · · , v)と表そう．このうち，
最初の v 個の標本は収束過程からの標本と考え，標本

集合から除去する．その上で，パラメータの標本添字集

合をM = {v+1, · · · , v}と定義する．パラメータαと

βに関する統計量を同様の方法で定義できるため，以下

ではパラメータ αに焦点を絞って議論する．まず，パ

ラメータ αの同時確率分布関数 G(α)は，

G(α) =
#(α(v) ≤ α, v ∈ M)

v − v
(26)

と表すことができる．ただし，#(α(v) ≤ α, v ∈ M)は

論理式 α(v) ≤ α, n ∈ Mが成立するサンプルの総数で

ある．また，パラメータ αの事後分布の期待値ベクト

ル ζ̃(α)，分散・共分散行列 Σ̃(α)は，それぞれ

ζ̃(α) = (ζ̃(α0), · · · , ζ̃(αP ))′

=
( v∑

v=v+1

α0(v)

v − v
, · · · ,

v∑
v=v+1

αP (v)

v − v

)′
(27a)

Σ̃(α) =


σ̃2(α0) · · · σ̃(α0αP )
...

. . .
...

σ̃(αPα0) · · · σ̃2(αP )

 (27b)

と表される．ただし，

σ̃2(αz) =
v∑

v=v+1

{αz(v) − ζ̃(αz)}2

v − v
(28a)

σ̃(αzαr)

=
v∑

v=v+1

{αz(v) − ζ̃(αz)}{αr(v) − ζ̃(αr)}
v − v

(28b)

である．また，ギブスサンプリングによる標本を用い

て，パラメータαの信用域を定義できる．たとえば，パ

ラメータαの 100(1− 2ε)%信用域は，標本順序統計量

(αε
z, α

z
ε) (i = 1, · · · , I − 1; z = 0, · · · , P )

αz
ε = argmax

αz∗{
#(αz(v) ≤ αz∗ ∈ M)

v − v
≤ ε

}
(29a)

αz
ε = argmin

αz∗∗{
#(αz(v) ≥ αz∗∗ ∈ M)

v − v
≤ ε

}
(29b)
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表–1 苦情分類

道路障害物 道路構造物 付属物 交通事故 合計
動物死骸 落下物 ポットホール 騒音・振動 その他 故障・損傷 撤去 その他

113 93 13 41 71 80 10 43 6 470

表–2 道路障害物および苦情データ概要

人口集中地区（DID 地区） 市街地 平地 山地 平均 合計 備考

a) 道路総延長 (km) 264.5
b) 道路区間数（1km/区間） 32 47 142 29 - 250
c) 平均貨物車交通量 (台) 7,080 6,900 5,811 5,361 6,126 -
d) 平均旅行速度 (km/h) 26 36 40 44 38 -
e) 障害物個数 939 1,947 5,703 1,055 - 9,644
f) 障害物個数区間平均 29.3 41.4 40.2 36.4 38.6 - e)/b)
g) 苦情発生件数 47 46 105 8 - 206
h) 苦情発生件数区間平均 1.469 0.979 0.740 0.276 0.824 - g)/b)
i) 苦情件数/障害物個数 0.050 0.024 0.018 0.008 0.021 - g)/e)

を用いて αz
ε < αz < αz

ε と定義できる．

MCMC法では，初期パラメータ値 θ(0)が不変分布で

ある事後分布からの標本である保証はない．ギブスサ

ンプリングで発生させた v 個のサンプルのうち，最初

の v個の標本 θ(v) = (α(v),β(v)) (v = 1, · · · , v)を事後
分布に収束する過程からのサンプリングと考える．そ

の上で，第 v + 1回以降の標本をとりあげる．v + 1以

降の標本が，不変分布である事後分布からの標本であ

るかどうかを Gewekeの方法18)を用いて仮説検定を行

うことができる．検定の詳細については参考文献を参

照してほしい．

6. 適用事例

(1) 対象道路区間の概要

階層的隠れポアソンモデルを国道を対象とした苦情分

析に適用する．表-1は，実際の国道（総延長 264.5km）

に対する，ある 1年間の苦情件数（それに対する応急処

理件数）を記録したものである．苦情は，道路障害物，

道路構造物，付属物，交通事故に分類されており，総

数は 470件である．これらのうち，道路障害物に着目

すると動物死骸に関連する苦情が 113件，落下物が 93

件で総数 206件となっており，全苦情件数の約 44%を

占めている．これはそれ以外の道路構造物に関連する

苦情：約 27%，付属物：約 28%，交通事故：約 1%と比

較しても顕著である．したがって，以降では道路障害

物の発生と苦情の発生に着目して議論を進める．

表-2に道路障害物と苦情に関するデータ概要を示す．

本研究では，道路障害物と苦情の発生を考える上での基

本単位となる道路区間を 1kmとして考える．対象道路

の総延長 264.5kmのうち，一部区間設定が困難な道路区

間を除外した結果，合計で 250区間を設定できた．さら

に，各道路区間は人口集中地区 (以降，DID地区)，市街

地，平地，山地の 4つの地区区分に分類できる．DID地

区とは，市区町村の区域内で人口密度が 4,000人/km2

以上の基本単位区が互いに隣接して人口が 5,000人以

上となる地区である．以下に，4 つの地区区分に対し

て，b)道路区間数，c)平均交通量，d)平均旅行速度，

e)障害物個数，f)障害物個数区間平均，g)苦情発生件

数，h)苦情発生件数区間平均，i)苦情件数/障害物個数

を記載する．b)区間数はDID地区：32区間，市街地：

47区間，平地：142区間，山地：29区間となっており，

平地の区間数が多いことが読み取れる．e)障害物個数

は 1年間に道路巡回業務により発見された道路障害物

の個数である．障害物総数は 9,644個であり，その中の

約 59%（5,703個）が平地で発生していることになる．

さらに，f)では 1区間あたりの障害物の発生個数を各

地区区分で比較している．道路区間平均でみると，道路

障害物の発生が市街地（41.4個）で多いことがわかる．

一方で，g)苦情発生件数に着目すると総数 206件のう

ち，その約 51%が平地で発生している．しかし，この

点に関しても h)1区間あたりの平均件数で確認すると，

もっとも苦情の発生件数が多いのは DID地区で 1.469

となっている．さらに，1個の障害物に対する苦情件数

（苦情件数を障害物の発生個数で割った値）を i)に示す

が，数値の大きい順にDID地区：0.050，市街地：0.024，

平地：0.018，山地：0.008となっている．

(2) ポアソン発生モデル（道路障害物）

表–3に，階層的隠れポアソンモデルのうち，道路障

害物に対するポアソン発生モデル（下位システム）の

推計結果を示す．交通センサスデータ，道路台帳，舗装

路面性状データ等から利用可能な道路構造や道路環境

を表す変数（例えば，交通量，旅行速度，交差点数，信
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表–3 ポアソンモデルの推計結果（道路障害物）

定数項 旅行速度 貨物車交通量
(km/h) (台/日)

標本平均 −6.595 1.307 1.034
推計値 90 ％信頼区間 (−6.672 −6.523) (1.234 1.390) (0.947 1.125)

Geweke 検定量 −0.133 0.119 0.114
対数尤度 17,436
AIC −34,868
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図–4 事後分布の標本結果（サンプル数：5,000）

号の有無，沿道店舗の有無，歩道の有無，ひび割れ率，

わだち掘れ量など，合計 49変数）を網羅的に組み合わ

せてモデルを推計した．これらのモデル群の中から，各

パラメータの推計値が，符号条件やGeweke検定統計量

による収束条件を満たすモデルの AICを計算し，AIC

の値が最も低くなるモデルを選択した．旅行速度と貨

物車交通量の 2つを説明変数として採用した．なお，各

説明変数は最大値を 1として基準化している．MCMC

法によるシミュレーション回数を 10,000回とし，最初

のサンプリング数 v=5,000をパラメータが定常分布に

到達するまでの回数と考え，残りの v=10,000までのサ

ンプルをパラメータ標本として採用する．パラメータ

サンプリング過程の定常性を Geweke検定統計量を用

いて判定する．Geweke検定統計量は絶対値で 1.96を

下回ると，パラメータの分布が定常に達しているとい

う帰無仮説を棄却することができない．表–3には，各

未知パラメータに対して標本平均，分布の 90%信頼区

間，Geweke検定統計量を示す．図–4はMCMCによ

り求めた各パラメータ標本である．黒線でパラメータ

の標本平均，点線でパラメータの上下限 5%を示してい

る．表–3のパラメータ推計値の標本平均を用いて，道

路障害物発生過程をポアソン過程としてモデル化する．

道路障害物の到着率は具体的に

λk = exp (−6.595 + 1.307xk1 + 1.034xk2) (30)

と表現することができる．ここでは，旅行速度：xk1，

貨物車交通量：xk2 をポアソン到着率の説明変数として

用いている．式 (3)を用いて，障害物の発生過程を表す

ポアソン分布を算出する．図–5のそれぞれの分布は巡

回間隔 T k を 1日，5日，10日と設定したときの道路
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図–5 道路障害物発生確率分布（旅行速度，貨物車交通量平均）
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図–6 障害物累積発生確率

障害物の発生分布を示している．ここでは，巡回間隔

と道路障害物の発生分布の関係を例示することを目的

としており，ポワソン到着率の算定にあたっては旅行
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表–4 ポアソンモデルの推計結果（苦情）

定数項 土地特性 障害物発生数
DID・市街地

標本平均 −7.696 0.757 1.875
推計値 90 ％信頼区間 (−7.960 −7.418) (0.531 0.971) (0.744 2.633)

Geweke 検定量 0.157 0.014 −0.155
対数尤度 −1,619
AIC 3,246
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図–7 事後分布の標本結果（サンプル数：5,000）

速度，貨物車交通量ともに全道路区間の平均値を採用

した．凡例には，各巡回間隔 T kにおける障害物発生個

数 Lk の期待値 E[Lk|T k]を示す．たとえば，任意時点

で実施した道路巡回業務からの経過日数が 1日の時点

では，発生数の期待値E[Lk|T k]は，0.10個であり 0個

の確率が約 90%を占め，1個の確率が約 10%で，2個以

上の確率が極めて少ない分布となっている（図中の青

色）．しかし，経過時間が 5日，10日と増加することに

より，発生個数 0個の確率が低下し，発生数の多い方

へ分布が移動する．経過日数 10日時点では，確率分布

のピークは発生個数 1個であり，その確率は約 38%と

なる．ある道路区間 kにおいて，経過時間（巡回間隔）

が T k のとき道路巡回で障害物が Lk 個以上発見される

確率は，

P (Lk, T k|λk) = 1−
Lk−1∑
lk=1

p(lk, T
k|λk) (31)

と定義できる．図–6に障害物発生個数を 1個以上とし

たときの累積発生確率を示す．図中に 3本の曲線（分布

関数）を示しているが，青色は旅行速度と貨物車交通

量ともに平均値を用いたベンチマークに相当するケー

ス，赤色は旅行速度最大のケース，緑色は貨物車交通

量最大のケースである．旅行速度，貨物車交通量それ

ぞれの平均値は 37.9（km/h），6,126（台/日）であり，

最大値は 73.6（km/h），12,935（台/日）であった．同

図の凡例中には，それぞれのケースのポアソン到着率

も示している．また，障害物の累積発生確率が 50%に

到達する時点に着目すると，ベンチマークケースで 6.8

日，旅行速度最大の道路区間で 3.6日，貨物車交通量最

大の道路区間で 3.9日となることが読み取れる．

(3) ポアソン発生モデル（苦情）

苦情発生モデルの推計結果を表-4に示す．推計の結

果，土地特性（地区区分がDID地区もしくは市街地で

あるか，否か），障害物発生数が説明変数として採用さ

れた．ただし，土地特性は定性パラメータであること

から，DID地区および市街地を 1，それ以外（平地，山

地）を 0とするダミー変数を与えた．土地特性に関する

未知パラメータの推計値が正値であることから，DID

地区と市街地の方が苦情発生確率が大きくなる．障害

物発生数に関しても，未知パラメータが正値であり，障

害物の発生が多くなると苦情発生率が増加することが

わかる．このように，階層的隠れポアソンモデルを用

いることにより道路障害物到着率と苦情発生率の相互

関係を考慮した上で，障害物発生数に応じた苦情の発

生確率を算出することが可能となる．図–7はMCMC

により求めた各パラメータ標本である．苦情の未知パ

ラメータについても，標本数は 5,000とした．黒線で

各パラメータの標本平均を，破線で上下限 5%を示す．

表–4のパラメータ推計値の標本平均を用いて，苦情発

生の確率分布を示す．苦情到着率は具体的に

µk = exp (−7.696 + 0.757xk1 + 1.875xk2) (32)

と表現できる．図–8に，DID地区に属する任意の道路

1区間において直近の道路巡回から 5日経過した時点

における苦情発生分布を求めた結果を示す．同図では

道路障害物 1個から 5個までの 5ケースに対するポア

ソン分布を例示している．5日経過時点という同一の時
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表–5 苦情発生区間における潜在変数の推移

1 … 7 8 9 10 … 16（苦情発生） 17 … 24（道路巡回 n+1）

道路障害物（個） 0 … 0 1 1 2 … 2 1 … 1
累積障害物発生個数（個） 0 … 0 1 1 2 … 2 2 … 2

注）n回目の道路巡回後から n+1回目の道路巡回までの期
間における道路障害物個数の時間的推移を示している．
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図–8 苦情発生のポアソン分布（土地特性：DID地区）
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図–9 苦情の累積発生確率（土地特性：DID地区）

間断面であっても，障害物の発生個数の増加に応じて，

ポアソン分布の形状が変化している（苦情の発生確率

が増加している）ことがわかる．さらに凡例に点検間

隔 T k，障害物発生個数 Lk を所与とした苦情発生件数

yk の期待値 E[yk|T k, Lk]を示す．障害物 1個のときの

ポアソン分布の期待値は 0.169件であり，障害物の増加

に従って 0.246，0.358，0.521，0.758件と期待値も増加

する．同一の道路区間を対象として，式 (31)に基づい

て分布関数を算出した結果を図–9に示す．同図は苦情

発生件数を 1件以上としたときの障害物発生個数に応

じた苦情の累積発生確率を示している．障害物の増加

により苦情の累積発生確率が増加する．

(4) 潜在変数の推計結果

MCMC法で求めた各サンプルに対して，設定した期

（図–2の局所時点）ごとに道路区間に存在する障害物

個数を潜在変数を用いて表現することができる．表–5

は，MCMC法で発生させたサンプルにおける苦情発生

状況を示している．本サンプルでは，ある区間 k の n

回目の道路巡回後の期ごと（巡回間隔：1日，1期：1

時間）の道路障害物個数の推移と累積障害物個数の推

移を示している．本サンプルの事例では，1期目では障

害物の個数は 0個である．8期目で障害物が 1個発生

する．10期目で障害物がさらに 1個発生し，路上に存

在する障害物は 2個となる．次に 16期目に苦情が発生

し，その 1期後には苦情が発生した障害物は取り除か

れ，17期以降路上に存在する障害物個数は 1個となる．

累積障害物個数は巡回間隔内に発生した障害物の個数

を数えるので，2個である．24期には n + 1回目の巡

回が行われ，路上に存在する障害物が取り除かれる．

苦情が発生した区間を対象として，路上に障害物が放

置された累積放置時間 Sk
n を求める．累積放置時間 Sk

n

は潜在変数の推計値 r̃kn = (r̃k1 , · · · , r̃kTn−1)を用いて，

Sk
n =

Tn−1∑
un=1

r̃kun
(33)

と表すことができる．図–10に苦情が発生した区間に

おける障害物累積放置時間の頻度分布を示す．本ケー

スでは，平均累積時間は 12.37時間である．同図におい

て，赤線で囲んだ 15区間に着目する．これらの区間で

は，障害物累積放置時間が 33時間から 43時間と極め

て長くなっている．抽出した 13区間のうち 7区間はバ

イパス等の自動車専用道路区間であった．自動車専用

道路区間は，旅行速度が平均 70.7(km/h)と大きいため

に，障害物の発生頻度が高い．一方で，当該道路区間

は DID・市街地区以外（平地・山地）に位置しており，

苦情の発生確率は低い．このような理由により，これ

らの道路区間では結果的に累積放置時間が長くなって

いると推測できる．潜在変数を推計し，累積放置時間

を算出することで，苦情発生確率だけでは抽出できな

い，交通事故等のリスクの発生が懸念されるような重

点管理区間を抽出することが可能となる．

7. おわりに

本研究では，路上落下物などの道路障害物の発生に

起因する苦情の発生メカニズムをモデル化するために，

道路障害物の増加が苦情の発生頻度に影響を及ぼすと
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図–10 累積放置時間（全障害物）

いう階層的関係を考慮することが可能な階層的隠れポ

アソンモデルを開発した．さらに，道路巡回データを

用いて同モデルを推計するためのベイズ推計手法を提

案した．最後に，一般国道を対象とした適用事例を通

じて，本研究で提案した方法論の有用性を実証的に検

証した．

本研究で提案した階層的隠れポアソンモデルを用い

て，道路障害物や苦情の発生リスクを表現することが

可能であり，以下に示すような本モデルを用いたリス

クマネジメント手法を提案することが可能である．第 1

に，本研究で提案した階層的隠れポアソンモデルを用

いて，道路障害物の発生と苦情発生による道路障害物

の除去過程をマルコフ連鎖モデルとして定式化するこ

とが可能である．第 2に，障害物発生・除去過程を表す

マルコフ連鎖モデルを用いて，路上に放置される道路

障害物数や放置時間長に関する確率分布を求めること

が可能であり，道路障害物のリスクマネジメントのた

めの評価指標を定式化することが可能である．第 3に，

道路障害物や苦情の発生確率に基づいて，道路巡回業

務や応急業務に関わる期待費用を算定することが必要

である．以上の各種評価指標を提案することにより，所

与のリスク管理水準の下で期待費用を最小にするよう

な望ましい道路巡回政策を求めることが可能である．

なお，本研究は新都市社会技術融合創造研究会「道

路付帯施設・情報管理施設のアセットマネジメントに関

する研究プロジェクト (代表：小林潔司)」の活動成果

の一部である．研究を実施するにあたり，国土交通省

近畿地方整備局道路管理課および滋賀国道事務所より

多大な支援を頂いた．ここに記して感謝の意を表する．
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and Katsunori ITAGAKI

In this study, the authors develop a model of the mechanism in which there generate claims about road
obstacle subjects, such as fallen objects. In detail, a model is proposed while assuming the generation
process of a road obstacle subject and a claim as a Poisson process. Then, the authors formulate a
hierarchical hidden Poisson model while defining the generation process of a road obstacle subject as the
lower system and the generation process of a claim as the upper system, in order to take into account the
hierarchical relation in which the increase of road obstacle subjects influences the frequency of claims. In
addition, the authors propose a Bayesian estimation method for estimating a hierarchical hidden Poisson
model by using the observation data of road obstacle subjects obtained through road patrols and the
work of coping with claims. Lastly, the effectiveness of the methodology proposed in this study is verified
through the case study applying to an actual national road.
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